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　東京大学は、「ジェロントロジーに関する学際的
な教育基盤構築の一環として、国内で初めて学部
横断型教育プログラムを設置し、高齢者や高齢社
会の諸問題に関する学際的な知識を有する学生の
育成を開始する」と発表し、ジェロントロジー寄
付研究部門で、2008 年 4 月から、国内では画期
的なジェロントロジー（老年学）教育の取り組み
を開始した。
　「ジェロントロジー」プログラムの受講者は、学
部 3 ～ 4 年生を対象とし、2 つのコア科目（「加齢
にともなう心身機能・生活の変化と適応」、「高齢
社会の社会システムと生活環境」）と学内全 10 学
部にある約 50 の選択科目から最低 2 科目選択し
て履修し、計 4 科目（8 単位分）の単位を修得し
た者に対して、ジェロントロジー寄付研究部門か
ら修了証が付与される。
　日本の 65 歳以上の高齢者人口は 2,660 万人
(2006 年 ) に達し、すでに総人口に占める割合は
20.8% であり、国民の 5 人に１人が高齢者であ
る。今後、「団塊の世代」が 65 歳になる 2012 ～
2014 年には、65 歳以上の高齢者が年に約 100 万
人ずつ増加する。加えて少子化により、高齢者の
割合は上昇を続けると推定されている。
　急速な人口構成の変化に、従来の様々な社会制
度やシステムが対応できなくなりつつあり、国民
生活に影響を与え、国民の将来への不安感が増し
てきている。
　このような高齢者や高齢社会に関する様々な問
題を解決するために生まれたのがジェロントロ
ジーという学問領域である。ジェロントロジーは
学際的かつ分野横断的な学問で、医学、看護学、
理学、工学、法学、経済学、社会学、心理学、倫
理学、教育学などの多くの学問を含んでいる。
　ジェロントロジーは、米国発の学域で、1945 年
に米国ジェロントロジー学会が発足して、本格的
に研究がされてきた。今では欧米を中心に多くの
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大学・大学院で教育および研究が実施されている。
　一方、日本では、このような学際的な学問は根
付かず、少数の大学で講座が開講されるに留まり、
日本のジェロントロジーの研究・教育基盤は脆弱
なままであった。今回の東京大学の動きは、この
ような基盤を一気に強化できるのではないかと期
待されている。
　ジェロントロジー寄付講座は、2006 年 4 月に
東京大学の総括プロジェクト機構（東京大学総長
直轄のプロジェクト）内に発足し、研究が開始さ
れた。これは、日本生命保険相互会社、セコム株
式会社、大和ハウス工業株式会社の各社からそれ
ぞれ 5,000 万円、計 1 億 5,000 万円（3 年間の総額）
の寄付を受けたものである。開設期間は 2006 ～
2008 年度であるが、2009 年度以降も大学として
この部門を存続していく予定である。
　研究部門は、「国内外に散在するエイジング（加
齢）や高齢化に関する知見や事例をジェロントロ
ジーという知識体系に集約し構造化すること、そ
れにより生み出される価値を社会に還元すること」
を目的とし、東京大学内での分野横断的な研究を
進めている。
　ジェロントロジーの知識は、高齢社会における
新しい価値観の創造、新しい製品開発や先進的な
研究の発展のために寄与すると考えられる。学生
が将来どのキャリアパスを選択しても知識の活用
ができ、また人材の層が厚くなることで社会は大
きな恩恵を受けると期待される。
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